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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
モータ位置とトルク指令とに基づいて負荷の連結したモータである制御対象の慣性モーメ
ントを同定する慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置であって、
前記モータ位置と前記トルク指令の周波数成分のうち慣性モーメント同定に使用する成分
であるモータ位置基本周波数成分とトルク指令基本周波数成分、および前記モータ位置の
振幅であるモータ位置振幅を算出し、
前記モータ位置基本周波数成分、前記トルク指令基本周波数成分、前記モータ位置振幅に
基づいて慣性モーメント同定値を算出する慣性モーメント同定器を備え、
前記慣性モーメント同定器は、
前記モータ位置基本周波数成分に基づいてモータ加速度の符号である正規化モータ加速度
矩形波を算出する正規化モータ加速度矩形波演算器と、
前記トルク指令基本周波数成分と前記正規化モータ加速度矩形波を入力しその入力信号の
乗算値であるトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値を算出するトルク指令正規化モ
ータ加速度矩形波乗算値演算器と、
前記トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値を入力しその入力信号を前記モータ位置
の１基本周期における平均値であるトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値を
算出するトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値演算器と、
前記モータ位置振幅と前記トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値に基づいて
前記慣性モーメント同定値を算出する慣性モーメント演算器と、を備えることを特徴とす
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るモータ制御装置。
【請求項２】
トルク指令基本周波数成分演算器は、ＦＦＴ（高速フーリエ変換）を用いて前記トルク指
令基本周波数成分を算出し、
モータ位置基本周波数成分演算器は、ＦＦＴを用いて前記モータ位置基本周波数成分を算
出することを特徴とする請求項１記載のモータ制御装置。
【請求項３】
トルク指令基本周波数成分演算器は、前記制御対象が剛体的に動作する低い周波数である
基本周波数を透過周波数とするバンドパスフィルタを用いて前記トルク指令基本周波数成
分を算出し、
モータ位置基本周波数成分演算器は、前記バンドパスフィルタを用いて前記モータ位置基
本周波数成分を算出することを特徴とする請求項１記載のモータ制御装置。
【請求項４】
前記正規化モータ加速度矩形波演算器は、前記正規化モータ加速度矩形波を前記モータ位
置の符号を反転させて算出した矩形波とすることを特徴とする請求項１記載のモータ制御
装置。
【請求項５】
前記慣性モーメント演算器は、前記トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値を
前記制御対象が剛体的に動作する低い周波数である基本周波数の２乗と前記モータ位置振
幅の積で乗算し、π／２を乗算して前記慣性モーメント同定値を算出することを特徴とす
る請求項１－４のいずれか１項に記載のモータ制御装置。
【請求項６】
前記モータ位置振幅が、モータ１／５０００回転程度の微小動作となるように前記指令の
振幅を設定し、算出した前記慣性モーメント同定値に基づいて前記制御対象の動作制御を
行うことを特徴とする請求項１－５のいずれか１項に記載のモータ制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、微小動作のみで負荷の連結したモータの慣性モーメントを同定する慣性モー
メント同定器を備えたモータ制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　モータ制御装置には、負荷の連結したモータである制御対象を高精度または高応答に駆
動する場合、如何にして明確でない制御対象の慣性モーメント値を高精度かつ微少動作並
びに短時間で同定し、その同定値に基づいて制御対象を駆動するか、が必要とされている
。
　従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置は、トルク指令とモータ位置
を設定時間において評価した値に基づいて慣性モーメント同定している（例えば、特許文
献１参照）。また、トルク指令とモータ位置の２つの周波数成分の振幅に基づいて慣性モ
ーメント同定しているものもある（例えば、特許文献２参照）。また、トルク指令のフー
リエ係数とモータ位置の振幅に基づいて慣性モーメント同定しているものもある（例えば
、特許文献３参照）。
【０００３】
　図３は、第１従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置である。図にお
いて、３０１は第１基本周波数成分検出器、３０２は位置評価器、３０３は周波数検出器
、３０４は第１演算器、３０５は積分器、３０６は第２基本周波数成分検出器、３０７は
積分トルク指令評価器であり、３０８は第２演算器である。
　第１基本周波数成分検出器３０１は、位置指令と位置を入力し、前記位置の周波数成分
の中で前記位置指令の基本周波数における周波数成分を位置基本周波数成分として検出し
出力する。位置評価器３０２は、前記位置基本周波数成分の設定した時間における値を位
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置評価値として検出し出力する。周波数検出器３０３は、前記位置基本周波数成分の周波
数を位置周波数として検出し出力する。第１演算器３０４は、前記位置評価値と前記位置
周波数を入力し修正位置評価値を出力する。積分器３０５は、トルク指令を入力し前記ト
ルク指令を零階時間積分した積分トルク指令を出力する。第２基本周波数成分検出器３０
６は、前記位置指令と前記積分トルク指令を入力し、前記積分トルク指令の周波数成分の
中で前記位置指令の基本周波数における周波数成分を積分トルク指令基本周波数成分とし
て検出し出力する。積分トルク指令評価器３０７は、前記積分トルク指令基本周波数成分
を入力し、その入力信号を設定した時間において評価した値を積分トルク指令評価値とし
て出力する。第２演算器３０８は、前記修正位置評価値と前記積分トルク指令評価値を入
力し、慣性モーメント同定値を出力する。
【０００４】
　図４は、第２従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置である。図にお
いて、４０１はトルク指令振幅演算器、４０２は位置振幅演算器、４０３は第１慣性モー
メント粘性摩擦演算器である。
　トルク指令振幅演算器４０１は、トルク指令を入力し、その入力信号の基本周波数成分
振幅であるトルク指令振幅を出力する。位置振幅演算器４０２は、位置を入力し、その入
力信号の基本周波数成分振幅である位置振幅を出力する。第１慣性モーメント粘性摩擦演
算器４０３は、前記トルク指令振幅と前記位置振幅を入力し、負荷の連結したモータであ
る制御対象の慣性モーメントと粘性摩擦である慣性モーメント粘性摩擦同定値を算出し、
出力する。
【０００５】
　図５は、第３従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置である。図にお
いて、５０１は速度指令発生器、５０２は速度制御器、５０３はトルク制御器、５０４は
モータ、５０５は位置検出器、５０６は微分器、５０７は慣性モーメント同定器、５０８
はトルク指令フーリエ変換器、５０９はモータ位置振幅演算器、５１０は慣性モーメント
演算器である。
　速度指令発生器５０１は、速度指令を出力する。速度制御器５０２は、前記速度指令と
モータ速度を入力しトルク指令を出力する。トルク制御器５０３は、前記トルク指令を入
力しモータ駆動信号を出力する。モータ５０４は、前記モータ駆動信号により駆動されそ
の位置であるモータ位置は位置検出器５０５が検出し出力する。微分器５０６は、前記モ
ータ位置を入力し前記モータ速度を出力する。慣性モーメント同定器５０７は、前記トル
ク指令と前記モータ位置を入力し負荷が連結したモータ５０４の負荷慣性モーメントであ
る慣性モーメント同定値を算出し出力する。
　慣性モーメント同定器５０７内部において、トルク指令フーリエ変換器５０８は、前記
トルク指令を入力しその入力信号のフーリエ係数であるトルク指令フーリエ係数を出力す
る。モータ位置振幅演算器５０９は、前記モータ位置を入力しその入力信号振幅であるモ
ータ位置振幅を出力する。慣性モーメント演算器５１０は、前記トルク指令フーリエ係数
と前記モータ位置振幅を入力し前記慣性モーメント同定値を算出し出力する。
【特許文献１】特開２００６－２８００８０号公報（第１０－１３頁、第１図）
【特許文献２】特開２００７－０２０２９７号公報（第７－８頁、第１図）
【特許文献３】特開２００７－１８９８５６号公報（第３－６頁、第１図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　第１、第２、第３従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置は、クーロ
ン摩擦を考慮していないので、制御対象のクーロン摩擦が大きい場合に慣性モーメント同
定精度が劣化するため、改善の必要があった。また、その同定結果に基づいて制御対象の
動作制御を実施すると動作精度が劣化するため、改善の必要があった。
　本発明はこのような改善点に鑑みてなされたものであり、クーロン摩擦の影響を除去し
、クーロン摩擦の大きな制御対象の慣性モーメントを高精度に同定することができ、その
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同定結果に基づいて制御対象を高精度に動作制御できる慣性モーメント同定器を備えたモ
ータ制御装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
上記課題を解決するために、本発明は、次のように構成したのである。
本発明の一の観点によるモータ制御装置は、モータ位置とトルク指令とに基づいて負荷の
連結したモータである制御対象の慣性モーメントを同定する慣性モーメント同定器を備え
たモータ制御装置であって、前記モータ位置と前記トルク指令の周波数成分のうち慣性モ
ーメント同定に使用する成分であるモータ位置基本周波数成分とトルク指令基本周波数成
分、および前記モータ位置の振幅であるモータ位置振幅を算出し、前記モータ位置基本周
波数成分、前記トルク指令基本周波数成分、前記モータ位置振幅に基づいて慣性モーメン
ト同定値を算出する慣性モーメント同定器を備え、前記慣性モーメント同定器は、前記モ
ータ位置基本周波数成分に基づいてモータ加速度の符号である正規化モータ加速度矩形波
を算出する正規化モータ加速度矩形波演算器と、前記トルク指令基本周波数成分と前記正
規化モータ加速度矩形波を入力しその入力信号の乗算値であるトルク指令正規化モータ加
速度矩形波乗算値を算出するトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値演算器と、前記
トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値を入力しその入力信号を前記モータ位置の１
基本周期における平均値であるトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値を算出
するトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値演算器と、前記モータ位置振幅と
前記トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値に基づいて前記慣性モーメント同
定値を算出する慣性モーメント演算器と、を備えるモータ制御装置が適用される。
【発明の効果】
【０００８】
請求項１または６に記載の発明によると、クーロン摩擦の大きく可動範囲が１／５０００
回転程度である制御対象の慣性モーメントを高精度に同定できる。
また、請求項２乃至３に記載の発明によると、トルク指令とモータ位置がリプルを多く含
む場合にも、トルク指令が一定トルク外乱を含む場合にも、過渡応答が存在する場合にも
、それらの影響を抑制し、クーロン摩擦の大きく可動範囲が１／５０００回転程度である
制御対象の慣性モーメントを高精度に同定できる。
また、請求項４乃至５に記載の発明によると、モータ加速度がリプルを多く含む場合にも
その影響を抑制し、クーロン摩擦の大きく可動範囲が１／５０００回転程度である制御対
象の慣性モーメントを高精度に同定できる。
また、請求項６に記載の発明によると、トルク指令とモータ位置がリプルを多く含む場合
にも、トルク指令が一定トルク外乱を含む場合にも、過渡応答が存在する場合にも、クー
ロン摩擦の大きく可動範囲が１／５０００回転程度である制御対象を高精度に動作制御で
きる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
以下、本発明の実施の形態について図を参照して説明する。
【実施例１】
【００１０】
　図１は、本発明の第１実施例を示す慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置であ
る。図において、１０１は指令発生器、１０２はフィードバック制御器、１０３は電流制
御器、１０４は制御対象、１０５はモータ位置検出器、１０６は慣性モーメント同定器、
１０７はトルク指令基本周波数成分演算器、１０８はモータ位置基本周波数成分演算器、
１０９は正規化モータ加速度矩形波演算器、１１０はトルク指令正規化モータ加速度矩形
波乗算値演算器、１１１はトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値演算器、１
１２はモータ位置振幅演算器、１１３は慣性モーメント演算器である。
【００１１】
　指令発生器１０１は、制御対象１０４の目標動作を示す指令を出力する。フィードバッ
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ク制御器１０２は、前記指令とモータ位置を入力し制御対象１０４を前記目標動作どおり
に動作させるようなトルク指令を出力する。電流制御器１０３は、前記トルク指令を入力
しモータ電流により制御対象１０４を前記目標動作どおりに動作させる。制御対象１０４
は、負荷の連結したモータであり、その前記モータ位置はモータ位置検出器１０５が検出
し出力する。慣性モーメント同定器１０６は、前記トルク指令と前記モータ位置を入力し
制御対象１０４の総慣性モーメントである慣性モーメント同定値を算出し出力する。
【００１２】
　慣性モーメント同定器１０６において、トルク指令基本周波数成分演算器１０７は、前
記トルク指令を入力しその入力信号の周波数成分のうち慣性モーメント同定に使用する周
波数成分であるトルク指令基本周波数成分を出力する。モータ位置基本周波数成分演算器
１０８は、前記モータ位置を入力しその入力信号の周波数成分のうち慣性モーメント同定
に使用する周波数成分であるモータ位置基本周波数成分を出力する。正規化モータ加速度
矩形波演算器１０９は、前記モータ位置基本周波数成分を入力しその入力信号の２階微分
値のシグナム関数値である正規化モータ加速度矩形波を出力する。トルク指令正規化モー
タ加速度矩形波乗算値演算器１１０は、前記トルク指令基本周波数成分と前記正規化モー
タ加速度矩形波を入力しその入力信号の乗算値であるトルク指令正規化モータ加速度矩形
波乗算値を出力する。トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値演算器１１１は
、前記トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値を入力しその入力信号の１周期間平均
値であるトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値を出力する。モータ位置振幅
演算器１１２は、前記モータ位置基本周波数成分を入力しその入力信号振幅であるモータ
位置振幅を出力する。慣性モーメント演算器１１３は、前記トルク指令正規化モータ加速
度矩形波乗算値平均値と前記モータ位置振幅を入力し前記慣性モーメント同定値を算出し
出力する。
　ここで、トルク指令基本周波数成分演算器１０７およびモータ位置基本周波数成分演算
器１０８における、慣性モーメント同定に使用する周波数成分は、制御対象１０４が剛体
的に動作する低い周波数である基本周波数における周波数成分である。
【００１３】
　本発明が従来技術と異なる部分は、モータ位置基本周波数成分を入力し正規化モータ加
速度矩形波を出力する正規化モータ加速度矩形波演算器１０９と、トルク指令基本周波数
成分と前記正規化モータ加速度矩形波を入力しトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算
値を出力するトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値演算器１１０と、前記トルク指
令正規化モータ加速度矩形波乗算値を入力しトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値
平均値を出力するトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値演算器１１１と、前
記モータ位置基本周波数成分を入力しモータ位置振幅を出力するモータ位置振幅演算器１
１２と、前記トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値と前記モータ位置振幅を
入力し慣性モーメント同定値を出力する慣性モーメント演算器１１３、を備える部分であ
る。
【００１４】
　以下、慣性モーメント同定器１０６が，制御対象１０４の総慣性モーメントである慣性
モーメント同定値を算出する仕組みの詳細を示す。
【００１５】
　図１の制御対象１０４において，モータに連結した負荷が剛体であると近似すると、電
流制御器１０３、制御対象１０４、モータ位置検出器１０５の運動方程式は式（１）で表
される。
【００１６】
【数１】
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【００１７】
ただし、Ｊは制御対象１０４の総慣性モーメント、Ｄは粘性摩擦、Ｔｃはクーロン摩擦、
Ｔｒｅｆはトルク指令、ｗは一定トルク外乱、θはモータ位置である。図１の指令が、慣
性モーメント同定に利用する周波数である基本周波数ωを含むとすると、基本周波数ωに
おけるモータ位置の周波数成分であるモータ位置基本周波数成分は式（２）で表される。
【００１８】
【数２】

       
【００１９】
ただし、Ａはモータ位置振幅である。
【００２０】
式（１）を式（２）の２階微分値であるモータ加速度のシグナム関数で乗算すると式（３
）を得る。なお、シグナム関数は、符号関数とも呼ばれ、「実数に対しその符号に応じて
１、－１、０のいずれかを返す関数およびそれを拡張した複素関数」である周知事項であ
る。
【００２１】
【数３】

       
【００２２】
ただし、モータ速度と前記モータ加速度のシグナム関数は－π／４［ｒａｄ］位相が異な
り、前記モータ速度のシグナム関数と前記モータ加速度のシグナム関数の乗算値はπ／ω
の周期関数であることを念頭において、式（３）の基本周期Ｔｐ＝２π／ω間における平
均値をとり、総慣性モーメントＪについて解くと式（４）を得る。
【００２３】
【数４】

       
ただし、式（４）におけるバーは基本周期Ｔｐ間の平均値を示す。
【００２４】
　式（４）は一定トルク外乱ｗを含まないので、制御対象１０４の姿勢により重力が一定
トルク外乱として制御対象１０４を構成するモータを動作させる向きに働く場合にも、慣
性モーメント同定できる。また、式（４）は、モータ加速度のシグナム関数を用いており
、前記シグナム関数は前記モータ加速度の符号のみに基づいて－１、０、１の値をとるの
で、モータ加速度がリップルを含む場合にも前記モータ加速度の符号に影響しない前記リ
ップルにより精度が劣化することなく慣性モーメント同定できる。また、式（４）はモー
タ位置基本周波数成分とトルク指令基本周波数成分を用いており、モータ位置およびトル
ク指令の含む他の周波数成分（たとえば、過渡応答、リプル、スーパーハーモニクス、サ
ブハーモニクスなど）は除去されるので同定精度に影響せず、前記モータ位置およびトル
ク指令が含むリプル、過渡応答、制御対象１０４の非線形ダイナミクスの影響を抑制し、
高精度に慣性モーメント同定できる。また、式（４）は、モータ位置基本周波数成分の振
幅であるモータ位置振幅を用いおり、制御対象１０４の可動範囲が限定され、かつモータ
位置検出器１０５の分解能が低く前記モータ位置の波形が粗い場合にも、ＦＦＴにより抽
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出した前記モータ位置基本周波数成分はその他の周波数成分が除去された滑らかな信号と
なり、さらにその振幅は前述の粗い波形の前記モータ位置の振幅よりも大きくなることか
ら、実際のモータ位置の振幅を復元でき、高精度に慣性モーメント同定が可能である。ま
た、式（４）は粘性摩擦Ｄとクーロン摩擦Ｔｃを含まないので、粘性摩擦Ｄとクーロン摩
擦Ｔｃが存在する場合にも高精度に慣性モーメント同定できる。また、式（４）は基本周
期Ｔｐ間の平均値を用いるので、トルク指令に含まれるリプルが除去され、その影響を抑
制し高精度に慣性モーメント同定できる。モータ加速度がリプルを多く含む場合には、前
記モータ加速度の符号は、より前記リプルの少ない前記モータ位置の符号を反転したもの
とすることで、式（４）を用いて高精度に慣性モーメント同定ができる。従来技術による
と同定精度が劣化する極めて小さな動作振幅（たとえば１／５０００回転以下）において
も、上記理由より本発明によると高精度に慣性モーメント同定が実施できる。
【００２５】
　ここで、本発明における慣性モーメント同定器１０６内の各構成が、各入力に対しどの
ような演算に基づいて各出力を得るのかを整理する。
　正規化モータ加速度矩形波演算器１０９は、モータ位置基本周波数成分を２階微分して
得られたモータ加速度基本周波数成分にシグナム関数を適用した結果を正規化モータ加速
度矩形波として出力する。
　トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値演算器１１０は、トルク指令基本周波数成
分と前記正規化モータ加速度矩形波の乗算値をトルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算
値として出力する。
　トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値演算器１１１は、前記トルク指令正
規化モータ加速度矩形波乗算値を、前記モータ位置基本周波数成分と前記トルク指令基本
周波数成分の周波数である基本周波数の１周期間において平均し、式（４）の分子である
トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値を算出する。
　モータ位置振幅演算器１１２は、前記モータ位置基本周波数成分のピーク値よりその振
幅であるモータ位置振幅を算出する。
　慣性モーメント演算器１１３は、前記トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均
値を前記モータ位置振幅と前記基本周波数の２乗の乗算値で除算しπ／２を乗算して、式
（４）により慣性モーメント同定値を算出する。
【００２６】
　本発明は、フィードバック制御器１０２が、位置Ｐ速度Ｐ制御、位置Ｐ速度ＰＩ制御、
位置Ｐ速度Ｉ－Ｐ制御、速度Ｐ制御、速度ＰＩ制御、速度Ｉ－Ｐ制御、位置ＰＩＤ制御な
ど任意の制御則である場合に適用可能であり、フィードフォワード制御と併用する場合に
も適用可能である。
【００２７】
　式（４）の導出では、制御対象１０４を構成するモータに連結した負荷は剛体で近似で
きることを仮定したが、前記モータに連結した負荷が柔軟である場合には、基本周波数ω
を前記負荷の反共振周波数より十分に低く設定することにより、モータ側の慣性モーメン
トと負荷側の慣性モーメントとの和である総慣性モーメントが得られ、さらに基本周波数
ωを共振周波数より十分に高く設定することにより、前記モータ側の慣性モーメントが得
られる。また、前記総慣性モーメントより前記モータ側の慣性モーメントを減算すること
により前記負荷側の慣性モーメントを同定することができる。
【００２８】
　本発明は制御対象の姿勢（例えば、垂直、水平）に関わらず、一定トルク外乱、トルク
指令とモータ位置に含まれるリップル、粘性摩擦、クーロン摩擦、モータ位置検出器の低
分解能などの影響下においても、可動範囲の限定された負荷の連結したモータである制御
対象の慣性モーメントを高精度に短時間に算出できる。
【００２９】
　以下、本発明のシミュレーション結果を示す。シミュレーションに用いた数値は以下の
とおりである。
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Ｊ＊＝０．５８＊１０＾－４［ｋｇ・ｍ＾２］、Ｄ＝０．７５＊１０＾－３［Ｎ・ｍ・ｓ
／ｒａｄ］、Ｔｃ＝７．８＊１０＾－４［Ｎ・ｍ］、Ｋｐ＝４０［ｓ＾－１］、Ｋｖ＝４
０＊２＊π［ｓ＾－１］、Ｊ０＝０．１１６＊１０＾－４［ｋｇ・ｍ＾２］、Ｔｉ＝０．
００１６［ｓ］、Ｔ＝１２５＊１０＾－６［ｓ］、Ｔｒａｔ＝０．６３７［Ｎ・ｍ］、ｂ
＝１７［ｂｉｔ］、ω＝５０＊２＊π［ｒａｄ／ｓ］、ｒ０＝０．００５［ｒａｄ］
ただし、Ｊは制御対象１０４の慣性モーメント真値、Ｄは粘性摩擦、Ｔｃはクーロン摩擦
、Ｋｐは位置比例制御ゲイン、Ｋｖは正規化速度比例制御ゲイン、Ｊ０は公称慣性モーメ
ント、Ｔｉは速度制御積分時定数、Ｔは制御周期、Ｔｒａｔは定格トルク、ｂはモータ位
置検出器１０５の分解能、ωは基本周波数、ｒ０は指令振幅である。ここで、速度比例制
御ゲインは正規化速度比例制御ゲインＫｖと公称慣性モーメントＪ０を用いてＫｖｊ＝Ｋ
ｖ＊Ｊ０と表される。本シミュレーションではフィードバック制御器１０２は位置比例速
度比例積分制御とし、指令は指令振幅ｒ０、基本周波数ωの正弦波とした。
【００３０】
　図２は、本発明の第１実施例を示すシミュレーションにおける一定トルク外乱を変化さ
せた場合の慣性モーメント同定誤差である。図において、実線で示す慣性モーメント同定
誤差ｅＪ（％）は、慣性モーメント真値Ｊ＊と慣性モーメント同定値Ｊを用いて式（５）
により算出した。
【００３１】
【数５】

       
【００３２】
一定トルク外乱ｗを定格トルクＴｒａｔの０［％］から５０［％］まで変化させた場合、
慣性モーメント同定誤差は常に一定で０．６［％］程度であった。本シミュレーションに
おいて、モータ位置振幅は８．０＊１０＾－４［ｒａｄ］（１７［ｂｉｔ］モータ位置検
出器において１６［pulse］程度）であり、トルク指令Ｔｒｅｆの振幅は０．００４８［N
・ｍ］（定格トルクＴｒａｔの０．７５［％］程度）であったので、本発明によると微小
動作のみでより大きな負荷の連結したモータの慣性モーメント同定ができることが分かる
。一方、従来技術によると、その同定式はシグナム関数を用いないため、モータ位置振幅
が本シミュレーションと同じ場合には、慣性モーメント同定誤差が－２０［％］程度であ
った。
【００３３】
　このように、本発明は、モータ加速度またはモータ位置のシグナム関数に基づいている
ので、制御対象の姿勢に関わらず、一定トルク外乱、トルク指令とモータ位置に含まれる
リップル、粘性摩擦、クーロン摩擦、モータ位置検出器の低分解能などの影響下において
も、極めて小さな動作振幅（たとえば１／５０００回転以下）においても、負荷の連結し
たモータである制御対象の慣性モーメントを高精度に短時間に算出できる。
【産業上の利用可能性】
【００３４】
　トルク指令とモータ加速度のシグナム関数による評価値の積の平均値に基づいて、クー
ロン摩擦の大きい制御対象の慣性モーメントを高精度に同定することができるので、半導
体製造装置、工作機械など一般産業用機械の動作制御における制御ゲイン調整という用途
にも適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の第１実施例を示す慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置
【図２】本発明の第１実施例を示すシミュレーションにおける一定トルク外乱を変化させ
た場合の慣性モーメント同定誤差
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【図３】第１従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置
【図４】第２従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置
【図５】第３従来技術の慣性モーメント同定器を備えたモータ制御装置
【符号の説明】
【００３６】
１０１　指令発生器
１０２　フィードバック制御器
１０３　電流制御器
１０４　制御対象
１０５　モータ位置検出器
１０６　慣性モーメント同定器
１０７　トルク指令基本周波数成分演算器
１０８　モータ位置基本周波数成分演算器
１０９　正規化モータ加速度矩形波演算器
１１０　トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値演算器
１１１　トルク指令正規化モータ加速度矩形波乗算値平均値演算器
１１２　モータ位置振幅演算器
１１３　慣性モーメント演算器
３０１　第１基本周波数成分検出器
３０２　位置評価器
３０３　周波数検出器
３０４　第１演算器
３０５　積分器
３０６　第２基本周波数成分検出器
３０７　積分トルク指令評価器
３０８　第２演算器
４０１　トルク指令振幅演算器
４０２　位置振幅演算器
４０３　第１慣性モーメント粘性摩擦演算器
５０１　速度指令発生器
５０２　速度制御器
５０３　トルク制御器
５０４　モータ
５０５　位置検出器
５０６　微分器
５０７　慣性モーメント同定器
５０８　トルク指令フーリエ変換器
５０９　モータ位置振幅演算器
５１０　慣性モーメント演算器
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